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要旨：火害を受けたコンクリートの鉄筋－コンクリート界面の付着切れ推定を目的とし，火害を模擬した供

試体に対し，衝撃弾性波法を適用した。付着切れの推定に際し，鉄筋直上・鉄筋直交方向の加熱面にて弾性波

計測を行い，実験で得られた弾性波速度と屈折法に基づくモデルによる計算結果を比較することで鉄筋の付

着切れの推定を試みた。その結果，加熱前供試体にてモデルによる計算結果は実測値と概ね一致し，本研究

で設定したモデルの妥当性が確認された。さらに，加熱後供試体では，鉄筋直上で得られた弾性波速度とモ

デルによる計算結果を比較することで，火害による付着切れを推定できる可能性が示唆された。 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート（RC）の劣化現象の一つに，火災に

よる劣化（火害）がある。RC部材が高温で加熱されると，

コンクリートの圧縮強度，静弾性係数および鉄筋－コン

クリート間の付着強度などの物理的性質の低下や水酸化

カルシウムの熱分解に伴う中性化の進行などのようなコ

ンクリートの劣化が生じる 1)。ここで，例えば受熱温度

が 500℃の場合，圧縮強度は健全時の 5 割，静弾性係数

は健全時の 2 割程度まで低下するといわれている 1)。 

 過去に火害を受けた RC 構造物の例として，トンネル

や高速道路などの道路構造物や RC 造大型倉庫に加え，

高層ビルのような SRC 造建築物が挙げられる。これらの

RC 構造物は，被災程度にもよるが，火災後も再使用が望

まれる場合があり，その際には早期の復旧が必要とされ

る。そのため，再使用の可否の判断や補修・補強方法の

選定の基準となる調査・診断を早急に行うことが重要で

ある。日本建築学会「建物の火害診断および補修・補強

方法指針・同解説」1)によれば，火害調査は，予備調査（新

聞や消防などからの情報収集），一次調査（目視試験），

二次調査（材料分析など）の順に進め，火害診断におい

ては調査結果に基づいて火害等級および被災度の判定を

行うとされている。現状では，目視試験に加え必要に応

じて材料分析や力学試験を行い，受熱温度の推定や被害

範囲の決定が行われている。しかしながら，文献 1)に示

されているように，同じ受熱温度でも残存強度には変動

があり，推定された受熱温度を基にした診断には注意を

要する。また，目視試験は定量的とはいえず，材料分析

や力学試験は信頼性が高い結果が得られる反面，躯体コ

ンクリートの一部破壊を伴い，局所的な情報に限られ，

部材あるいは構造体全体の評価が難しいなどの課題があ

り，非破壊による定量的かつ迅速な火害劣化評価を行え

る手法の確立が望まれる。このような背景から，非破壊

試験による劣化評価手法について検討が実施されている

2)-4)。それらによれば，火害を受けたコンクリートにおけ

る面的および深さ方向の劣化領域推定手法については多

くの検討が進められている。一方，非破壊試験による鉄

筋－コンクリート界面の付着状態の推定手法においては，

今後の更なる検討が期待されている。 

本研究では，コンクリートの表面温度を 500℃とし，

4.5 時間加熱したコンクリート供試体の鉄筋直上および

鉄筋直交方向の測線において，コンクリート表面にて衝

撃弾性波試験を行い，火害を受けた RC 部材の鉄筋－コ

ンクリート界面の付着切れ推定方法について検討した。 
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図－1 供試体概要 
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2. 測定概要 

2.1 供試体 

 図－1 に供試体概要を示す。供試体は，長さ 900mm，

幅 900mm，高さ 250mm のコンクリート供試体であり，

供試体中には，かぶりを 50mm として丸鋼（R19）と，

図－1 に示すように加熱面から 0，25，50，100mm の位

置に K 熱電対を埋設した。コンクリートの使用材料およ

び計画配合は表－1 および表－2 に示すとおりである。

なお，材齢 28 日におけるコンクリートの圧縮強度は

27.2N/mm2，静弾性係数は 29.9kN/mm2であった。 

2.2 加熱方法および供試体への散水 

 供試体型枠底面を加熱面（有効加熱寸法：長さ 670mm

×幅 670mm）とし，図－2 に示すようにガス加熱炉上に

設置した。なお，加熱時のコンクリートの材齢は 835 日

である。加熱試験は，図－3 に示すように ISO834 に規定

される標準加熱曲線に沿って炉内温度を上昇させ，加熱

面の表面温度（図－1 に示す熱電対 A～C の深さ 0mm に

おける温度の平均値）が 500℃になった時点から 4.5 時

間温度を保持した後，加熱を終了した。加熱終了後は，

加熱炉の炉蓋を開放し，供試体加熱面が約 60℃になるま

で加熱炉上に静置した。その後，加熱試験翌日に加熱面

のひび割れ観察などの変状確認を行い，供試体の加熱面

から 80mm までを水道水に 2 時間浸漬し，消火活動に伴

うコンクリートへの水分供給を模擬した。その後，3 章

の各種試験日までは供試体を室内に気中保管した。 

 

3. 加熱面の外観およびコンクリートの力学的特性 

3.1 コンクリートコアの採取および圧縮強度試験方法 

 加熱後の供試体加熱面において，図－1 に示すように

3 本のコアを採取し，圧縮強度および静弾性係数を測定

した。なお，コア採取日は加熱試験終了後から 42 日後で

あり，4 章に示す弾性波計測を行った翌日である。コア

の寸法は，直径を 103mm，長さは直径の 2 倍以上とし，

採取から 42 日後に圧縮試験に供した。なお，圧縮試験お

よび静弾性係数試験は，それぞれ JIS A 1107：2012 およ

び JIS A 1149：2017 に準拠して行った。 

3.2 加熱面の外観，コンクリートコアの圧縮強度および

静弾性係数 

写真－1 に，加熱前，加熱試験終了翌日および 36 日後

（以下，加熱後 36 日とする）における供試体加熱面の外

観を示す。なお，加熱後 36 日供試体における黒色のマー

カーは引っかき試験 5)を行った箇所であり，本論文の検

討対象からは除く。写真より，加熱面は全体的にピンク

色を呈している。これは，コンクリート中の骨材に含ま

れる鉄の化合物において，水分の消失あるいは酸化した

結果 6)と考えられる。なお，加熱試験翌日と加熱後 36 日

において呈色の程度に大きな変化は認められなかった。

また，供試体表面には多くのひび割れが観察され，加熱

材料 記号 摘要

水 W 地下水

セメント C 普通ポルトランドセメント (密度：3.16g/cm³)

S 1 京都府亀岡市産砕砂　　　 (表乾密度：2.65g/cm³)

S 2 大分県津久見市産石灰砕砂 (表乾密度：2.68g/cm³)

粗骨材 G 京都府亀岡市産砕石 　　　(表乾密度：2.68g/cm³)

混和剤 Ad
AE減水剤(リグニンスルホン酸化合物とポリカル

ボン酸エーテルの複合体)

細骨材

表－1 コンクリートの使用材料 

表－2 コンクリートの計画配合 

W C S 1 S 2 G Ad

20 8.0 57.0 4.5 46.1 168 295 594 257 1002 2.95

単位量[kg/m³]粗骨材の
最大寸法

[mm]

スランプ
[cm]

水セメ
ント比

[%]

空気量
[%]

細骨材
率
[%]

図－2 加熱炉の断面 
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写真－1 加熱前後における供試体の外観 
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図－3 加熱実験における温度履歴 
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試験翌日と 36 日後で目視ではひび割れ性状に大きな変

化は認められなかった。 

表－3 にコンクリートコアの圧縮強度および静弾性係

数の試験結果を示す。材齢 28 日時点と比較した場合の

加熱後の測定値の低下度合いは，圧縮強度に比べて静弾

性係数の方が大きく，本結果は既往の研究結果 1)と整合

した。以上の各種試験履歴は図－4 に示すとおりである。 

 

4. 衝撃弾性波法による鉄筋－コンクリート界面の付着

切れ推定方法 

4.1 弾性波の計測方法 

 弾性波の計測は，加熱前（材齢 722 日）および加熱後

36 日に行った。弾性波の検出には AE センサ（60kHz 共

振型）を用い，図－5(a)に示すように鉄筋直上と鉄筋直

交方向のコンクリート表面にて，供試体端部から 100mm

の位置を起点として，1 測線につき 100mm 間隔で 8 個の

AE センサを配置した。弾性波の励起は，各センサ位置に

対し供試体中心から外側方向 25mm の位置にて，直径

4.7mm の鋼球をコンクリートに打撃することで行った。

弾性波の記録は，プリアンプによる増幅率を 60dB，サン

プリング時間間隔を加熱前は 1µs，加熱後 36 日は測定精

度の向上を目的として 0.1µs として行った。さらに，供

試体深さ方向の弾性波伝搬速度を測定するため，バーナ

ー側および非バーナー側の供試体側面に AE センサを設

置し，透過法による弾性波の計測を行った。図－5(b)に

示すように，AE センサは加熱面から 10mm の位置を起

点として，30mm 間隔で 220mm の位置まで，1 側面につ

き計 8 個設置し，非バーナー側にてセンサから水平方向

に 25mm 離れた位置にて鋼球で打撃した。なお，使用し

たセンサおよび鋼球は加熱面計測と同様であり，サンプ

リング時間間隔は 1µs とした。 

4.2 屈折法に基づく弾性波伝搬時間のモデル化 

 本検討においては，弾性波探査屈折法の原理 7)に基づ

き RC 部材中を伝搬する弾性波の伝搬経路をモデル化し，

実測値およびモデルによる速度の比較から火害によって

劣化した鉄筋－コンクリート界面の付着切れ推定を行う。

ここで弾性波探査屈折法（以下，屈折法と称する）とは，

地下深部ほど弾性波伝搬速度が高くなるという仮定に立

脚して地下探査を行う手法である。本検討では，図－6 に

示すように各層が水平に存在し，深部の層がより弾性波

速度が高くなるような構造（以下，水平多層構造と称す

る）の弾性波探査の原理に基づきモデル化を行った。 

 一般に，n層からなる水平多層構造において，第 n層

を通って表面へ戻ってくる屈折波の伝搬時間 Tn	は，式(1)

で表される。 

   ௡ܶ ൌ 2෍ ൬
ܼ௠ cos ௠௡ߠ

௠ܸ
൰

௡ିଵ

௠ୀଵ
൅
ݔ

௡ܸ
 (1) 

ここで，Zm：第m層の厚さ，mn：第m層から第m+1 層

へ入射する際の臨界角，Vm：第m層における弾性波速度，

x：入力点と検出点の距離，Vn：第 n層における弾性波速

度である（1≦m≦n－1）	。 

また，スネルの法則より式(2)が成り立つ。 

   
sin ଵ௡ߠ
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ൌ
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ൌ
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また，式(2)よりmnは式(3)で表される。 

௠௡ߠ    ൌ sinିଵ ൬ ௠ܸ

௡ܸ
൰		 (3) 

図－4 各種試験履歴 
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表－3 コンクリートコアの各試験結果 

採取位置
圧縮強度
[N/mm²]

平均
[N/mm²]

静弾性係数
[kN/mm²]

平均
[kN/mm²]

1 23.4 17.7

2 22.9 16.9

3 21.9 16.8

22.7 17.1

図－5 弾性波計測におけるセンサ配置 
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 モデルによる弾性波速度の計算では，式(1)より算出し

た伝搬時間とセンサ間距離からセンサ設置面で測定され

る見かけの弾性波速度を計算した。なお，式(1)による伝

搬時間の計算は後述する各層について行い，それぞれの

層を経由する場合の伝搬時間のうち，最小となる伝搬時

間とセンサ間距離から弾性波速度を算出した。ここで層

の設定に際し，加熱前はコンクリートと鉄筋の合計 2 層

とした。また，加熱後は，鉄筋直上では劣化コンクリー

ト 5 層と鉄筋の合計 6 層，鉄筋直交方向では劣化コンク

リート 5 層と健全コンクリート 1 層の合計 6 層とした。

なお，弾性波速度の実測値は，入力点直近の検出点とそ

の他の検出点における初動到達時間差とセンサ間距離よ

り算出した。 

4.3 センサ間距離と弾性波速度の関係 

(1) 健全時の弾性波速度 

図－7 に，加熱前計測において加熱予定面にて得られ

た弾性波速度とセンサ間距離の関係を示す。鉄筋直上お

よび鉄筋直交方向における弾性波速度の実測値は，1～

8CH の各入力点にて打撃した際に，入力点のセンサを除

く各センサで測定された値である。ここで，弾性波速度

の測定に用いる検出点は，入力点が 1～4CH の場合は入

力点の CH 番号より数が大きい CH（例えば，1CH 入力

の場合は 2～8CH が検出点），入力点が 5～8CH の場合は

入力点の CH 番号より数が小さい CH のセンサとした。

なお，打撃回数は 1 回とした。また，図中に示すモデル

による弾性波速度の計算は，表面から深さ 50mm の位置

までがコンクリート，深さ 50mm 以深は鉄筋（鋼材）で

ある 2 層構造として行った（図－7(b)参照）。コンクリー

トの弾性波速度は，鉄筋直交方向において測定値の変動

が小さくなるセンサ間距離 300mm 以上の結果から

4300m/s，鉄筋の弾性波速度は尼崎ら 8)の検討における異

形棒鋼 D19 の測定値をもとに 5500m/s とした。 

図－7(a)より，モデル上の変曲点を超えるセンサ間距

離 300mm 以上の実測値に着目すると，鉄筋直交方向に

おいては弾性波速度が 4300m/s 程度であるのに対し，鉄

筋直上においてセンサ間距離の増加に伴い弾性波速度が

増加していることがわかる。尼崎ら 8)は，一般に鉄筋の

弾性波速度がコンクリートの弾性波速度に比べて大きい

ことから，コンクリートの弾性波速度を測定する場合に

測定位置近傍に測定方向と平行な鉄筋が存在すると，弾

性波速度が鉄筋の影響を受ける場合があることを示して

いる。これは，図－7(b)に示すように，ある一定のセンサ

間距離を超えて測定した場合に，鉄筋を経由して伝搬し

た弾性波が表面付近を伝搬した弾性波よりも先に検出点

に到達し，見かけ上弾性波速度が増加するというもので，

図－7(a)に示す結果についても同様の理由で弾性波速度

が増加したと考えられる。鉄筋直上における測定値とモ

デルによる計算結果を比較すると，概ね一致する結果と

なった。また，鉄筋直上および直交方向のいずれの場合

においても，センサ間距離 200mm 以下の場合に他と比

べ測定値の変動が大きくなっているが，これは測定機器

の時間分解能が十分でないためと考えられる。 

ここで，本検討でのモデルは，鉄筋－コンクリート界

面において弾性波が伝搬可能である，すなわち両者の付

着が確保されている状態であることを前提としており，

モデルを適切に設定すれば測定値とモデルによる計算結

果の比較により付着状態の把握が可能と考えられる。加

熱前測定の結果，鉄筋の影響を受けない測線と鉄筋直上

の測線で取得した弾性波速度および計算モデルを用いる

ことで，鉄筋の付着切れを検出できる可能性が示唆され，

加熱したコンクリートに対しても同様の検討を行った。 

 (2) 加熱後 36 日の弾性波速度 

図－8 に，加熱後 36 日の加熱面の鉄筋直上および鉄筋

直交方向にて得られた弾性波速度とセンサ間距離の関係

を示す。入力・検出点は 4.3 (1)に準じ，打撃回数は 3 回

として 3 回の打撃の平均値を測定値とした。凡例は入力

点を示し，例えば Input2 は 2CH 近傍を入力点とした場

合の弾性波速度とセンサ間距離の関係を示す。なお，こ

こでは入力点が加熱領域外である 1CH および 8CH を除

く入力点のうち，最遠点のセンサ間距離が最大となる

Input2 および Input7 を取り扱う。 

本研究のモデルにおける弾性波速度の解析フローを

図－9 に示す。加熱後のコンクリートおいては，図－10

に示すように深さ方向で速度が異なり，モデルの設定に

際してはこれを考慮する必要がある。本検討においては，

基礎検討として検討対象の層の厚さ（鉄筋直交方向：推

定劣化深さ，鉄筋直上：かぶり 50mm）を 5 分割し各層

ごとに弾性波速度を設定することで加熱後のモデル化を

行った。各層の弾性波速度の設定は，既往の研究 2)に基

(a) 弾性波速度 

図－7 各センサ間距離における弾性波速度（加熱前) 
(b) 伝搬経路の概略図 
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づき，深さ方向において弾性波速度が深さを変数として

直線的に増加すると仮定し，計算により求めた深さ方向

の速度分布を基に行った。このときの深さ方向の速度分

布は，式(4)のように表され，加熱面での伝搬距離と伝搬

時間の関係は式(5)のようになる。 

ሻݖሺݒ    ൌ ଴ݒ ൅  (4) ݖܽ

   ܶ ൌ
2
ܽ
sinhିଵ

ݔܽ
଴ݒ2

 (5) 

ここで，z：加熱面からの深さ，v(z)：深さ z における弾

性波速度，v0：加熱面における弾性波速度，a：定数，T：

加熱面での弾性波の伝搬時間，x：加熱面での伝搬距離で

ある。 

本検討では，実測値と式(5)より得られる伝搬時間の誤

差が最小となるように，定数 aおよび加熱面における弾

性波速度 v0を最小二乗法より算出した。なお，計算に用

いた実測値は Input2および Input7のセンサ間距離300mm

以上の伝搬時間である。 

図－8 に示すモデルによる鉄筋直交方向の弾性波速度

の計算は次の手順で行った。まず，式(4)および式(5)から

求めた速度分布より，弾性波速度が加熱前の透過法測定

値と同程度（4500m/s）となる深さ（劣化深さとする）を

求める。次に劣化深さを 5 分割し，式(4)と各層の中心深

さから各層の弾性波速度を決定し，これをモデルに適用

することで弾性波速度を算出した。計算の結果，劣化深

さは 185mm となり，各層の厚さは 37mm，弾性波速度は

加熱面に近い層から 1357，2051，2744，3438，4132m/s と

し，健全層（185mm 以深）については 4479m/s とした。 

鉄筋直交方向で測定された弾性波速度（実測値）は，

センサ間距離 100mm では測定値の変動が大きくなり，

200mm から 300mm にかけて速度が減少し，300mm 以降

は速度がセンサ間距離の増加に伴って漸増する結果とな

った。センサ間距離 100mm の結果については測定機器

の時間分解能が十分でないことによると考えられる。ま

た，波形の初動到達時刻より弾性波速度を算出しており，

センサ間距離が短い場合には弾性波速度が低い浅い層を

伝搬した弾性波の速度が測定されると考えられることか

ら，センサ間距離 200mm では 300mm より弾性波速度は

小さくなると考えられるが，本結果においてはセンサ間

距離 200mmの弾性波速度が 300mmの場合を上回る結果

となった。この原因については明らかでなく，今後の課

題である。センサ間距離 300mm 以上における弾性波速

度の増加は，加熱を受けた結果，コンクリート表層部と

内部で弾性波速度が異なり，このような場合に弾性波は

最速伝搬経路で伝搬するためと考えられ，本結果は大野

ら 2)の既往の研究結果と傾向が一致している。また，モ

デル（直交）と実測値を比較すると，両者は概ね一致し

ており，本手法は妥当なものであると考えられる。以上

の結果をもとに，鉄筋直上の測定結果についても同様に

モデルによる計算結果との比較および考察を行った。 

図－8 に示すモデルによる鉄筋直上の弾性波速度の計

算は，加熱前の検討と同様に深さ 50mm の位置までをコ

ンクリート，深さ 50mm 以深は鋼材として行った。コン

クリート層の弾性波速度は，鉄筋位置である深さ 50mm

までの層を 5 分割し 10mm 間隔で設定した。このとき，

深さ方向の速度分布の計算結果から，弾性波速度は加熱

面側から 1104，1291，1479，1666，1854m/s とし，鉄筋

の弾性波速度は 5500m/s とした。図のセンサ間距離

300mm 以上の測定値において，Input7 はセンサ間距離の

増加に伴い弾性波速度が増加しているが，Input2 はセン

サ間距離 500mm から 600mmにかけて弾性波速度が減少

している。これらの結果についての考察を以下に述べる。 

 図－11 に，以下の考察で想定される弾性波の伝搬経路

を示す。はじめに，鉄筋直上の実測値が直交方向のモデ

ルと同程度である場合は，伝搬経路内に付着切れ箇所が

存在していると考えられる（図－11(a)参照）。本結果で

は，Input2 および Input7 のいずれもセンサ間距離 300mm

図－8 各センサ間距離における弾性波速度  

（加熱後 36 日） 
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図－9 屈折法に基づく弾性波速度解析フロー 
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図－10 深さ方向における弾性波速度分布 
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および 400mm で弾性波速度が直交方向の速度と同程度

である。 

 次に，鉄筋直上および直交方向のモデルの中間値をと

る場合は，弾性波は鉄筋を伝搬しているが，部分的な付

着切れの影響を受け，付着が確保されている場合の最速

伝搬経路ではない経路を伝搬していると考えられる（図

－11(b)参照）。すなわち，鉄筋に入射する箇所で付着切

れが生じている場合や鉄筋から受信センサに向かう最速

伝搬経路上で付着切れが存在することが考えられる。な

お，鉄筋直上モデルと同程度である場合は付着切れがな

く，弾性波が鉄筋を経由する最速伝搬経路を伝搬したも

のと考えられる（図－11(c)参照）。 

ここで，加熱後における鉄筋の付着状態について，別

の計測方法により推定を行い，上記付着切れ推定手法の

信頼性について検討する。鎌田ら 9)によれば，PC 鋼棒の

端部にて弾性波を入出力した場合，グラウト－鉄筋間に

おける付着が低下すると弾性波速度が増加することが示

されている。本研究においても，加熱前後において鉄筋

の両端に AE センサを設置し，超音波法により弾性波速

度を測定した。その結果，加熱前が 4926m/s，加熱後が

5376m/s となり弾性波速度は増加した。このことからも，

加熱後の供試体におけるコンクリート－鉄筋間における

付着は，加熱前と比較して低下していると考えられる。 

 

5. まとめ 

 本研究で得られた知見を以下に示す。 

(1) 健全な RC 供試体の鉄筋直上の測線において得られ

た弾性波速度と屈折法に基づく計算モデルから算出

した弾性波速度は概ね一致し，屈折法によるモデル

化の適用性が認められた。 

(2) 火害を受けたコンクリートにおいて，弾性波速度が

深さ方向に単調増加すると仮定して鉄筋直交方向の

測線で測定した伝搬時間より深さ方向の速度構造を

推定し，推定結果を屈折法に基づく計算モデルに適

用した。その結果，センサ間距離と弾性波速度の関係

において，計算結果と実測値は概ね一致した。 

(3) 推定した深さ方向の速度構造に鉄筋の弾性波速度を

含めたモデルから算出した計算結果と実測値を比較

することで鉄筋－コンクリート界面の付着切れを検

出できる可能性が示唆された。 
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図－11 付着切れが生じた場合の弾性波伝搬経路 

(a) 

(b) 

(c) 

センサBセンサA

センサBセンサA

センサBセンサA

鋼球 センサ

矢印：弾性波の伝搬経路

付着切れ箇所

鉄筋

コンクリート

最速伝搬経路
(図－11(c)と同義)

 

- 1641 -


